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甲府市障がい者福祉計画策定業務委託 仕様書 

 

 

１ 業務名 

甲府市障がい者福祉計画策定業務委託 

 

２ 目 的 

甲府市障がい者福祉計画は、本市の障がい者福祉に関する施策を総合的かつ計画

的に推進していくため、障がいのある人の自立及び社会参加の支援などのための施

策の基本となる事項を定めた「障害者計画」、障害福祉サービスの提供体制の確保

などを定めた「障害福祉計画」及び児童福祉法による障害児通所支援と障害児相談

支援の提供体制などを定めた「障害児福祉計画」を３年に１度一体的に策定するも

のであり、本仕様書は業務を委託するにあたり、必要な事項を定めるものである。 

 

３ 業務委託期間 

契約締結日から令和９年３月３１日まで 

 

４ 計画期間 

令和９年度から令和１１年度 ３年間 

 

５ 委託業務概要 

⑴ アンケート調査の実施・分析 

⑵ 団体等ヒアリング調査業務 

⑶ 計画策定（施策立案）に係る基本支援 

⑷ 現計画における施策評価の実施・見直し業務 

⑸ 計画策定関連会議等の開催に関する支援業務 

⑹ 計画の骨子（案）の作成 

⑺ 計画案の作成 

⑻ パブリックコメントの支援業務 

⑼ 計画書及び概要版の作成 

 

６ 委託業務詳細 

⑴ アンケート調査の実施・分析業務 

アンケート調査の調査票作成・回収・集計・結果のデータ入力作業のうえ、集

計・分析を行い現行計画の点検・評価を踏まえた中での分析及び調査報告書作成

業務を行う。 

 

ア アンケート調査・分析業務作業日程（予定） 

・調査票発送：６月 

・調査票回収、集計、分析：７月 
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・調査報告書の提出:７月～８月 

※ 詳細な日程については、委託者と協議し、調整を行うこと。 

 

イ アンケート調査の種類とサンプル数（予定）   約1,350人 

○ 身体障害者（本人及びその家族）        約760人 

○ 知的障害者（本人及びその家族）        約330人 

○ 精神障害者（本人及びその家族）        約260人 

以上、概ね各種手帳保持者の１割程度を無作為抽出 

 

ウ アンケート調査票・返信用封筒の作成 

・発送用の角２封筒は委託者が用意し、受託者において担当課名等を印刷す

る。 

・発送用角２封筒の郵送費用は着払いとし、調査票の印刷、返信用封筒の作

成・印刷は受託者負担とする。 

・インターネットによる回答を可能とするため、受託者はオンラインフォー

ム等を作成する。 

○調査票の仕様 

受託者は、国の基本方針や障害者関連施策に合致し、現行計画の目標達

成状況の検証や障がい児者の生活や就労に関する状況や意向、障害福祉に

関する施策やサービスに対するニーズの把握に則した調査票の設問の設

計を行う。 

また、調査票の作成にあたっては、文字の大きさやルビを振る等の工夫

をするなど、障害特性に応じた配慮をするものとする。 

加えて、インターネットによる回答も可能とし、オンラインフォーム等

の二次元コード等を記載する。 

成果品 部数 仕様 

調査票 1,350部 

Ａ４判・１色刷 

５０問程度・２０ページ程度 

ＵＤフォント 

返信用封筒 1,350枚 
長３サイズ・１色刷 

※宛名は、委託者と協議のうえ調製するものとする 

 

エ アンケート調査票の発送・回収 

・宛名ラベルは委託者が作成し、調査票及び返信用封筒の封入封緘作業及び

宛名ラベル貼付作業は受託者が行う。委託者からの宛名ラベルの発送は、

着払いによる受託者の負担とする。 

・調査票の発送は、郵便局を通して郵送にて行い、調査票の発送に係る郵送

費は受託者の負担とし、回収に係る郵送費は委託者の負担とする。 

・調査対象者からの調査票は委託者が回収し、回収済みの調査票は委託者か

ら受託者へ転送するものとする。その際の郵送費用は着払いにより受託者
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の負担とする。 

 

オ 集計・分析及び調査結果報告書の作成・提出 

・受託者は、調査票のデータ入力、集計整理、分析等を行うとともに、記述

式で記入されている自由意見について取りまとめを行う。 

・各調査項目に対して、性別、年齢などの属性項目、その他調査項目のクロ

ス分析等を総合的に行い、表やグラフを用いながら多角的に分析するとと

もに、計画策定及び業務運営の基礎資料として有効な活用が図れるよう工

夫すること。また、詳細については受託者と委託者で別途協議することに

より決定するものとする。 

・分析した結果を基に、社会情勢、福祉制度等を踏まえて各計画の施策・事

業について具体的に言及し、地域の実状、市民の意向、必要なサービス量

等を把握し、計画策定の資料とするための報告書を作成し委託者へ提出す

る。 

○調査報告書の仕様 

成果品として３０部作成し提出すること。また、作成については委託者

と協議し、必要に応じて校正を行うこと。なお、作成、印刷及び校正にか

かる費用については受託者負担とする。 

・Ａ４版で製本 

・調査報告書をＣＤ／ＤＶＤ－Ｒに電子データで保存し、市に提供する。 

※ファイル形式…ＰＤＦ及びワード、エクセル等の電子ファイルによ

る。 

 

⑵ 団体等ヒアリング調査業務 

関係団体、障害福祉サービス事業所等に対し、サービス提供や事業運営におけ

る課題、現状の取組内容等に関するヒアリングを行う（１５箇所程度を予定）。 

・ヒアリングシートの設計、作成 

・結果取りまとめ及び計画への反映 

 

⑶ 計画策定（施策立案）に係る基本支援 

計画策定の基本（常時）支援として、次の業務を行う。 

・来庁、電話、メール、オンライン会議等による相談支援 

・国、県、関係機関、法令等の参考資料の提供 

・施策立案に活用するための各種統計データの収集及び分析 

・別紙 「令和８年度「甲府市障がい者福祉計画」策定スケジュール（案）」に

則った計画策定の支援 

 

⑷ 現計画における施策評価の実施・見直し業務 

受託者は、アンケート調査やヒアリング調査の結果及び委託者が実施する現行

の「障がい者福祉計画」の施策実績内容の取りまとめ結果等の各種統計データの
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分析により、現行計画における施策評価の実施・見直しを行う。 

 

⑸ 計画策定関連会議等の開催に関する業務 

受託者は、計画策定関連会議として甲府市社会福祉審議会障害者福祉専門分科

会 （４回程度）、計画部会 （４回程度）及び甲府市地域自立支援協議会全体会 （３

回程度）等において十分な協議ができるよう、企画、立案、資料作成、必要な助

言、会議への出席、議事録の作成等、会議運営支援を行うこと。また、会議での

審議結果をその後の作業に反映させること。資料作成等に係る事務的な費用は受

託者負担とする。 

 

⑹ 計画の骨子（案）の作成 

⑴から⑸までの結果を踏まえ、本市の施策の課題を整理し、今後必要となる施

策の目標値や事業の実施体制を計画に反映させるとともに、施策・事業の継続性

を鑑み、計画策定に向け、有益で実効性のある施策体系案及び計画の骨子（案）

を作成する。 

なお、本市の 「総合計画」をはじめとした上位計画、関連計画との整合性を確

認し、必要な修正を行う。特に、「第５次健やかいきいき甲府プラン」における

関連５分野の計画を総括する統一性を保つこととする。 

 

⑺ 計画案の作成 

受託者は、見直しの趣旨と方法、各計画の概要と体系化、現行計画策定から今

後の社会情勢と法改正、将来展望や国の指針等に沿った内容を盛り込み、次の項

目に沿って計画案を策定する。 

・計画策定の主旨（背景、他計画との関係） 

・現状分析と課題（アンケート調査結果を踏まえた内容） 

・計画目標と施策体系 

・施策、事業の策定（事業の具体的内容、数値目標の設定、グラフ作成等） 

 

⑻ パブリックコメントの支援業務 

受託者は、パブリックコメントの実施にあたり、原稿データの作成及び市民か

らの意見を取りまとめ、対応策の検討・助言等を行うとともに、委託者と協議の

うえ、意見を素案に反映させる。 

 

⑼ 計画書及び概要版の作成 

策定した各計画は、わかりやすく見やすいデザイン・割り付けを行い、印刷・

製本する。また、各計画の内容を端的に表現し、わかりやすく市民へ周知するた

め、概要版を作成・印刷する（音声コード作成等含む）。 

なお、成果品納入後に受託者側の責めによる不備が発見された場合は、速やか

に必要な措置を講じるものとする。 

※ 音声コード （Ｕｎｉ-Ｖｏｉｃｅ）の作成は、読み上げ機能を確認のうえで提
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出すること。 

成果品 部数 仕様 

調査報告書 30部 Ａ４判・１色刷 

計画書 1,000部 

Ａ４判・フルカラー印刷・上質紙 

１７０ページ程度・無線綴製本 

パンチ穴加工（２穴）・ＵＤフォント 

音声読み取りコード・切欠き加工 

概要版 1,500部 

Ａ４判・フルカラー印刷 

１６ページ程度・マットコート紙 

パンチ穴加工（２穴）・ＵＤフォント 

音声読み取りコード・切欠き加工 

各種電子データ 1部 
調査報告書、計画書等一式 （ＰＤＦ・Ｗｏｒｄ・ 

Ｅｘｃｅｌ形式）を電磁記録媒体に格納 

  

７ 注意事項 

⑴ 受託者は、業務の遂行上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

また、業務にあたっての資料及び成果品は、すべて委託者に帰属するものとし、

委託者の許可無くして公表、貸与、複写及び他の目的に使用してはならない。契

約終了後も同様とする。 

⑵ 製品作成について特許等がある場合は、納入業者がその責任を負うこと。 

⑶ その他業務の遂行に必要な申請は受託者が行う。 

⑷ 回収した調査票の個人情報に係るものは、調査目的以外に使用しないこととし、

業務完了後、委託者が適正に管理する。 

⑸ 受託者は、業務の履行に伴って事故が発生した場合には、直ちに委託者及び所

管警察署、その他関係機関に報告するとともに、応急処置を講ずるものとする。 

⑹ 受託者は、この業務の履行にあたり、委託者又は第三者に損害を及ぼした場合

は、委託者の責に起因する事由を除いて、その損害賠償の責を負わなければなら

ない。 

⑺ 業務の履行にあたっては、労働基準法その他の関係法令を遵守しなければなら

ない。 

⑻ 受託者は、常に委託者からの連絡をとれる状態とし、委託者から申し出があっ

た場合は打合せ等を行うこと。また、その都度打合せ記録簿を作成し、相互に確

認できるようにすること。 

⑼ 委託料の支払いは完了払いとし、部分払いは行わない。 

⑽ 本仕様書について定めのない事項、疑義が生じた場合、又は本業務履行上必要

な基本事項に変更の必要が認められた場合は、両者協議のうえ、決定するものと

する。 

⑾ 詳細については、随時、委託者と協議のうえ、決定する。 

⑿ 本業務の契約で作成された計画内容の著作権は、委託者に帰属する。 


